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おわりに

は じ め に

シリアの女性労働力の分布や就労環境，女性

労働者が抱える問題点等については，現地の国

家機関や女性団体の調査報告書，学位論文など

で取り上げられてきた。例えば，古いものでは，

・Al−Ittihād al−‘Āmm al−Nisā’ı̄（１９７８）がある。こ

れはシリア全国の公的部門で働く女性の状況に

関して，１９７７～７８年にシリア女性総連盟（注１）と

社会問題労働省が協力して行った調査の結果で

ある。特に女性労働者だけでなく，その夫と子

供からも情報収集している点が特徴的である。

またアラビア語文献のなかで数多くの文献に引

用されているのが，Al−Kabra（１９８７）である。

１９８５年にダマスカス大学文学部に提出された修

士論文を基に出版されたもので，シリアのアパ

レル工場と缶詰工場で働く女性労働者に関する

フィールド調査結果を，経済・社会構造の変容

のなかに位置づけようとした点が評価されてい

る。またZakariyā（１９９８）は，シリア人社会学

者が編集した論文集である。アラブ諸国での女

性労働に関するフィールドワークを集めた第２

部には，彼自身がシリア農村で行った調査のほ

かに，アパレル産業の下請けで家内賃労働者と

して働く女性や売春婦として投獄された女性に

関する調査が含まれている。この第２部では，

インタヴューに基づき女性労働のありようを具

体的に生き生きと記述しており，統計的な調査

が大半を占めるシリアの女性労働研究のなかで，

貴重かつ興味深いものとなっている。しかし，

こうした現地で発行された文献の大多数はアラ

ビア語で書かれており，一般には流通していな

いものも多い。

数少ない欧米語文献としては，Moghadam

（１９９８）やESCWA（１９９５）が挙げられる。前者

は，１９８０～９０年代前半のヨルダンとシリアの女

性労働の推移と経済政策との関係性について論

じており，シリアにおける年配の既婚女性と１０

代の若年女性の労働参加の背景には，教育レベ

ルの向上と経済的ニーズがあることを指摘して

いる。また後者は，国連西アジア経済社会委員

会が１９８９～９３年にかけて，シリアを含むアラブ

諸国で食品産業，繊維産業，製薬産業，電子産

業における女性の労働参加について行った調査

結果である。女性労働者の年齢や，婚姻状況，

社会経済的な特徴や労働環境，女性労働者が抱

える問題について報告している。しかし，シリ

アの女性労働に対する欧米の研究者の関心は低

シリアにおける女性労働関係諸制度
たか はし り え
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く，欧米語での研究蓄積がほとんどないため，

これらの調査も結果的に断片的なものにとどま

っているといわざるを得ない。

本稿は，シリアの女性労働関連の諸制度につ

いて基礎となる情報を提供することを目的とし

ている。ただし，こうした制度には日々変更が

加えられているため，ここに掲載した情報は，

あくまで調査時点（～２００８年２月）での最新の

情報であり，その後変更が加えられている可能

性があることをお断りしておく（注２）。本稿で主

に依拠した資料は，現地で出版された法令集と

女性団体等の出版物である。シリアの法律を掲

載した官報はアサド図書館で閲覧できる（注３）が，

ここでは市販されている法令集を利用した。市

販の法令集は官報とは異なり，弁護士等による

解説や改正の履歴なども記載されているため，

歴史的経緯や背景についても知ることができる。

こうした法令集は主にダマスカスのヌーリー書

店で出版・販売されている。また女性団体の出

版物は諸制度をジェンダーの観点から分析して

おり，女性関連条項や問題点の把握において有

益である。女性団体の出版物は書店での購入は

難しいが，直接訪問すると寄贈してもらえる場

合も多く，また古本屋で購入できることもある。

項目立ては，本誌連載資料「後発工業国にお

ける女性労働と社会政策」（第４３巻第８号～第４４

巻第１号，２００２年８月～２００３年１月）に従い，女

性の労働力化のあり方を直接的・間接的に規定

する制度として，社会政策に含まれる諸制度と，

家族のあり方や女性の地位や役割に関係すると

考えられる制度を取り上げた。憲法・民法は家

族の定義や扶養義務規定，男女平等規定に関す

る部分について取り上げている。労働法では，

女性の労働に関する規制，出産や育児に関する

制度，雇用や賃金における男女平等，「柔軟な

労働」に関する規制について解説している。社

会保険制度については，制度の概要について紹

介するとともに，給付条件の男女差，家族の範

囲に注目した。そのほかには，家族扶養手当の

対象となる扶養家族の範囲，職業教育制度の内

容，家族計画政策の有無について取り上げてい

る。各項目の解説のポイントについて，さらに

詳しくは村上（２００２）を参照していただきたい。

Ⅰ 女性の労働参加の現状

労働関連諸制度の解説に入る前に，シリアに

おける女性の労働参加の現状について簡単に触

れておきたい。女性の労働参加の状況について

知る有力な手がかりのひとつは労働統計だが，

シリアの統計データは，Perthes（１９９５）が指

摘するように，しばしば正確でなく，互いに矛

盾しており不十分で，中央統計局が出す国勢調

査と労働市場サーベイの間にも大きな違いがあ

る［Perthes１９９５，１３―１４］。国際機関の統計デー

タも含めるとその違いはさらに大きくなり，ど

のデータが最も実状に近いのかは測りかねる。

またシリアでは公的部門の給与が非常に低いこ

ともあり，特に男性労働者の多くは２つないし

は３つの仕事を掛け持ちしていることが多いが，

こうした状況は統計には反映されにくい。ここ

では，「正確な数値を反映したものというより，

あくまでひとつの傾向を示したもの」［Perthes

１９９５，１４］として，女性労働に関する統計デー

タをみてみることにしよう。

ILOの統計データベースLABORSTAで中東各

国の女性の経済活動人口比率を比較してみたの

が表１である。ただしデータの利用可能な最新
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年にばらつきが多いうえに，国によって依拠す

るデータが全数調査だったり標本調査であった

りと異なり，また外国人労働者を含むものと含

まないもの，女性労働力に無賃家族従業者を含

むものと含まないものがあるため，比較は困難

である。世界的にみても中東・北アフリカ地域

の女性の経済活動人口比率は低い数値にとどま

っているが［ILO２００８，Table 2］，そのなかで

もシリアの比率は決して高いとはいえないこと

は指摘できるだろう。

シリアにおける女性の経済活動人口比率の変

化をみると，１９６０年の７．９パーセントから大き

く増大している（表２）。しかし２００３年の女性

の経済活動人口比率は１８．８パーセントとなって

いる（表１）のに対し，０５年の労働市場サーベ

イの結果では１６．５パーセントと低下している

（表２）。これが統計調査の方法上の差異から

来るものなのか，女性の労働参加が実際に減少

しているのかについては，この数値だけからは

不明である。

（％）

国 年 女性 男性 全体

イラク
アルジェリア
ヨルダン
パレスチナ
サウジアラビア
イラン
シリア
レバノン
エジプト
イエメン
チュニジア
オマーン
トルコ
モロッコ
スーダン
バハレーン
アラブ首長国連邦
カタル
クウェイト
イスラエル

１９９７
１９９６
２００２
２００６
２００１
２００７
２００３
１９９７
２００６
１９９９
２００５
２００３
２００７
２００５
１９９６
２００１
２００５
２００４
２００３
２００７

８．７
１１．８
１２．４
１４．５
１５．６
１７．３
１８．８
２０．１
２１．１
２１．８
２４．４
２４．６
２４．８
２７．９
２９．１
３５．５
３７．８
４０．６
４６．８
５１．１

７７．３
７７．５
６４．７
６７．７
７４．５
７１．２
７６．５
７３．８
７１．９
６９．９
６８．６
７６．９
７１．３
７６．９
７４．７
８６．０
９２．７
９１．７
８１．５
６１．８

４２．３
４４．９
３８．４
４１．３
４８．５
４４．４
４８．１
４６．８
４７．０
４５．９
４６．３
５５．３
４７．８
５２．１
５１．３
６５．７
７７．５
７７．１
６６．３
５６．３

（％）

１９６０ １９７０ １９８１ １９９４ ２００５

女性
男性

７．９
８３．８

８．７
８２．０

８．０
８２．４

１０．８
７３．１

１６．５
７３．６

全体 ４５．９ ４５．８ ４３．７ ４２．５ ４６．３

表１ 中東・北アフリカの経済活動人口比率（１５歳以上）

（出所）LABORSTA : Labour Statistics Database（ILO, http : //laborsta.ilo.org２００８年１０月１９日アクセス）. Group of top-
ics : Main statistics（annual）, Table：１A Total and economically active population, by age group.ただしヨル
ダン，サウジアラビア，レバノン，イエメンについては，ESCWA（２００５，１７―１８）。

表２ シリアの経済活動人口比率（１５歳以上）

・・（出所）１９６０はMudı̄rı̄ya al−Ihsā’ wa al−Ta‘dād（１９６０，Ta-
ble２９）より筆者計算。
１９７０，１９８１，１９９４はUNIFEM（２００３，Table３９）。

・・２００５はAl−Maktab al−Markazı̄ lil−Ihsā’（２００６，Ta-
ble５）より筆者計算。

││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││資 料│││││││││││││││││││││││││││││││││

55



シリアにおいては，都市と農村で女性の労働

参加のありようが大きく異なる。以下，２００５年

のデータでみてみよう。女性全体の経済活動比

率は１６．５パーセントだが，都市では１４．８パーセ

ントなのに比べて，農村は１８．６パーセントとか

なり高い。産業別，職種別の労働力分布をみる

と，農村女性の大半は農業分野で働いているこ

とがわかる（表３～４）。都市・農村別の部門

別女性労働力の分布はわからないが，職種別部

門別の分布（表５）をみると，農業職の女性の

約６割は家族経営の農場で働いており，従業上

の地位をみても家族従業者が多い（表６）。ま

た農村で働く女性の６４パーセントは，小学校以

下の教育しか受けていない（表７）。

これに対して，都市の女性は，大多数がサー

ビス産業で働いており，専門・技術職や管理・

事務職に就いている女性が７割を占める。職種

別部門別の分布（表５）をみると，専門・技術

職や管理・事務職で働く女性の８割以上が公的

部門で働いていることから，公的部門が都市の

女性の主たる就業先であることがわかる。当然

のように都市の女性労働者のほとんどが賃金労

働者で，半数以上が専門学校以上の教育を受け

ている（表６～７）。

中東の女性労働について多くの著作のある

Moghadamは，教育は中東・北アフリカ地域で

の女性の雇用において最も重要な決定要素で，

雇用された女性の多くは専門職であり，少数な

がら経済的な必要性に駆られた労働者階級や貧

しい女性が製造業，繊維・アパレル産業，食品

（％）

都市 農村 全体

農業・林業
工業
建設業
ホテル・飲食業
運送・通信業
金融・保険・不動産業
サービス業

７．４
８．７
０．８
５．５
０．９
３．８
７２．９

５７．５
４．８
１．１
２．９
０．７
０．１
３２．８

３１．０
６．８
０．９
４．３
０．８
２．１
５４．１

・・（出所）Al−Maktab al−Markazı̄ lil−Ihsā’（２００６，Table１５）
（注）四捨五入の関係で合計が１００％にはならない。

（％）

都市 農村 全体

専門・技術職
管理・事務職
販売・サービス職
農業
生産

５４．４
１９．２
１０．１
６．９
９．５

２４．２
７．７
５．１
５７．２
５．９

４０．２
１３．８
７．７
３０．６
７．８

・・（出所）Al−Maktab al−Markazı̄ lil−Ihsā’（２００６，Table１２）
（注）四捨五入の関係で合計が１００％にはならない。

（％）

公的部門 民間部門 混合部門 家族経営 その他 計

専門・技術職
管理・事務職
販売・サービス職
農業職
生産職

８５．１
８３．０
１６．１
０．９
１９．３

１３．０
１４．９
５７．９
３７．２
６７．８

０．２
０．２
１．２
０．２
１．５

１．２
１．４
２４．５
５９．８
１０．７

０．６
０．４
０．４
２．０
０．８

１００
１００
１００
１００
１００

全体 ４８．６ ２８．４ ０．４ ２１．７ １．０ １００

・・（出所）Al−Maktab al−Markazı̄ lil−Ihsā’（２００６，Table１８）
（注）四捨五入の関係で合計が１００％にはならない。

表３ 産業別女性労働力分布（都市・農村別） 表４ 職種別女性労働力分布（都市・農村別）

表５ 職種別部門別女性労働力分布
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産業，電子産業で働いていると指摘している

［Moghadam１９９８，１４６］。シリアにおいても都

市の女性労働については，このMoghadamの指

摘が当てはまる。

こうした農村と都市のギャップ，また経済的

必要性から働かざるを得ない低所得階層の女性

と，そうした低所得階層の女性あるいは外国人

労働者（主に東南アジア人女性やスーダン人女性

が住み込みで家内労働に従事している）に家事や

育児を任せて専門・管理職で働く高学歴女性と

のギャップは大きい。これらの女性の間では，

男女の接触を制限するジェンダー規範や本稿で

解説する諸制度が与える影響も大きく異なり，

また労働そのものが持つ意味も大きく異なる。

以下では，こうした現状を構成する要素のひ

とつである制度的枠組みについて解説する。

Ⅱ 憲法・民法

１．家族の定義

シリア・アラブ共和国憲法（Dustūr al−Jumhū-

rı̄ya al−‘Arabı̄ya al−Sūrı̄ya）（１９７３年制定）は，フラ

ンスからの独立（４６年）以来めまぐるしく政権

が変わるなかで制定された７つの暫定憲法に続

く，恒久的な憲法として位置づけられてい

る（注４）。

この憲法では，「家族（al−usra）に」ついて，

「社会の基本的単位であり，国家より保護され

る」と規定している（４４条）。加えて，国家が

結婚を保護，奨励し，結婚に対する障害を除去

することを謳っている（４４条）が，「家族」に

関する明確な定義はない。

婚姻や親子関係を規定する身分関係法

・ ・（Qānūn al−Ahwāl al−Shakhsı̄ya）は，先行するオ

スマン家族権利法典や，エジプトの身分関係法

の諸法規等を参照しながら，シャリーア（イス

ラーム法）に基づく形で１９５３年に大統領令５９号

で公布，施行された。これが１９７５年法律３４号に

よって改正され，現在に至っている（注５）。この

法律においても「家族」については定義されて

いない。

この身分関係法では，扶養義務が生じる範囲

については規定されている。妻の財産の多寡に

関わらず妻の扶養は夫の義務である（７２条）。

これに対し，妻の義務は夫に従順であることで，

夫に不従順（注６）だった期間や，夫の許可なく家

庭の外で労働した場合，妻は扶養の権利を失う

（７３～７４条）。

（％）

都市 農村 全体

経営者
自営業主（従業員なし）
賃金労働者
家族従業者
その他

３．７
６．７
８３．９
５．５
０．２

１．５
１２．４
４６．１
３９．９
０．１

２．６
９．４
６６．１
２１．７
０．１

・・（出所）Al−Maktab al−Markazı̄ lil−Ihsā’（２００６，Table１４）
（注）四捨五入の関係で合計が１００％にはならない。

（％）

都市 農村 全体

非識字
読み書き可
小学校修了
中学校修了
高校（職業高校を含む）修了
専門学校修了
大学以上修了

５．６
５．１
１１．７
１０．７
１４．４
３２．８
１９．８

２８．１
１７．９
１８．０
８．５
７．５
１５．１
４．９

１６．２
１１．１
１４．７
９．７
１１．２
２４．４
１２．８

・・（出所）Al−Maktab al−Markazı̄ lil−Ihsā’（２００６，Table１６）
（注）四捨五入の関係で合計が１００％にはならない。

表６ 従業上の地位別女性労働力分布（都市・農村別） 表７ 教育レベル別女性労働力分布（都市・農村別）
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血族間での扶養は一定の条件下に限られてい

る。子に対する父の扶養義務は子に財産がない

場合に限られ，女子は結婚するまで，男子は収

入を得る年齢に達するまでとされる（１５５条）。

両親が困窮している場合は，裕福な子は年齢に

かかわらず，両親に対する扶養義務を負う（１５８

条）。母には子の扶養義務はないが監護権はあ

り，現在では男児１３歳，女児１５歳までとなって

いる（１４６条）。１９７５年の改正では，仕事をして

いることを理由に，子の監護権が母から�奪さ

れないことが新たに加えられた（１３９条）［眞田

・松村２０００，１９８―１９９］。

２．男女平等規定

シリア・アラブ共和国憲法は性に基づく差別

の禁止を明言していないが，２５条で国民の権利

と義務における平等と機会均等の原則を謳い，

続く２６条では，国民の政治，経済，社会，文化

諸活動への参加の権利を保証している。また，

この憲法では，特に女性の社会参加支援に関す

る国家の義務を明言している点（４５条）が特徴

的である。

Ⅲ 労働法

ここでは労働法のほかに，女性労働者の多く

が就業する公的部門と農業部門に適用される公

務員基本制度と農業関係制度化法を取り上げる

ことにする。

１．労働法

シリアで最初の労働法として，１９４６年法律２７９

号労働法（Qānūn al−‘Amal）が出された。これ

に続くのが現在まで適用されている１９５９年法律

・・９１号統一労働法（Qānūn al−‘Amal al−Muwahhad，

以下，統一労働法）で，エジプトとシリアが合

邦したアラブ連合共和国時代（１９５８～６１）に発

行された。その後時代の変化に合わせて，省決

定や立法令等によって数多くの改正が加えられ

ている（注７）。

この統一労働法は，従業員数に関わらず民間

部門に適用される［高橋２００８a］が，家内労働

者及び類似の職業は適用外とされる（４～５条）。

また雇用主の扶養家族，海商法が適用される海

軍軍人と技術者および労働者は，経営者と労働

者間の権利と義務を定めた第２章第２節「個人

契約」が適用されない（８８条）。加えて第３章

第４節「女性の雇用」に関する規定は，農業部

門と家族経営の工場で働く女性労働者を適用外

としている（１４０条）。

２．公務員基本制度

公務員には，２００４年法律５０号公務員基本制度

・（Nizām al−‘Āmilı̄n al−Asāsı̄ fı̄ al−Dawla，以下公務

員基本制度）が適用されている。これは，それ

まで適用されていた１９８５年法律１号公務員基本

法（Qānūn al−Asāsı̄ lil−‘Āmilı̄n fı̄ al−Dawla）を廃止

し，制定されたものである。

公務員基本制度の適用範囲とされるのは，省

庁や地方行政機関，公的部門の職員であり，国

家のシェアが大半を占める官民混合部門（al−

・qitā‘ al−mushtarak）の職員にも，閣議決定によ

ってこの法律のすべてあるいは一部が適用可能

とされている（１～２条，１６１条）。適用外とな

るのは，裁判官，検察官，国家機関の弁護士，

大学制度法に従う教育委員会等のメンバー，宗

教機関，軍隊・治安関係者，税関職員，研究機

関，航空会社や海運会社の乗務員，在外公館の

職員であり，これらにはそれぞれ別に労働条件

が定められている（１５９条）。
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３．農業関係制度化法

農業賃金労働者に適用される農業関係制度化

・法（Qānūn Tanzı̄m al−‘Alāqāt al−Zirā‘ı̄ya）も２００４年

に改正された。現在適用されているのは，１９５８

年法律１３４号農業関係制度化法を廃止して制定

された２００４年法律５６号農業関係制度化法（以下，

農業関係制度化法）である。農業関係制度化法

は，基本的に私有の農場で働く農業労働者と経

営者との関係を規定するもので，国有地等にお

ける国家と個人の関係等については適用外とさ

れる（１６４条）。また家族経営の農場で働く経営

者の家族（夫，妻，尊属卑属，兄弟姉妹とその子

供，姻族）も適用外とされる（１６４条）。この法

律では，第２章第２節「青少年と女性の労働」

で，女性労働者に関する規定が定められている。

４．労働時間・職種に対する規制

（１）労働時間

統一労働法では，労働時間は，休憩時間を除

いて１日８時間，週４８時間を超えないこととさ

れ，勤務が継続的でない職業では１日９時間ま

で増加させること，危険労働では１日７時間に

減らすことができるとされている（１１４～１１５条）。

また，社会問題労働省決定で定められた職種

を除いて，夜８時～朝７時の女性の労働を禁止

している（１３１条）。例外とされる職業は，（１）

芸術家，（２）女優および劇場等の職員，（３）医

療関係者，（４）客室乗務員や航空会社の職員，

（５）飲食店・ホテル・娯楽施設の職員，（６）電

信電話・郵便局の職員，（７）関連労働部局で許

可を得た商業および自由業である（１９６０年社会

問題労働省決定６１８号，１９６２年社会問題労働省決定

１０６６号）。また交替制勤務の場合は女性を夜９

時～朝５時の間のシフトに入れてはいけないと

されている（１９６０年社会問題労働省決定６１８号）。

公務員基本制度では，労働時間は，休憩時間

を除いて１日６時間以上８時間以下，週４８時間

以下とされ（４２条），最低週１日の休日が保障

されている（４３条）。また夜１０時～朝７時の女

性の就労を禁止しており，例外とされるのは，

上述の職種に加えて，材料の腐敗防止に関する

仕事，マスコミ関係者，天気予報士，救急隊員

である（１９８５年社会問題労働省決定１６６３号，１９８７

年閣議決定２０９２号）。

農業関係制度化法では，労働時間は１日８時

間，週４８時間とされ，社会問題労働省決定によ

って，収穫時期と軽労働については労働時間を

１時間延長すること，また危険労働の場合は１

時間短縮することが認められる（４２条）。また

継続して６時間以上働く場合は１５分の無給の休

憩を与えることとされている（４４条）。

農業関係制度化法でも女性の深夜労働は規制

されているが，農民総連盟（注８）と女性総連盟の

意見聴取後に社会問題労働大臣が決定した仕事

は例外とされる（２０条）。また夏の手摘みの収

穫時期（注９）や材料の腐敗防止等の緊急の仕事

は，２４時間以内の報告を条件に例外とされ，農

場内での収穫物の選別や箱詰め作業が交替制で

行われる場合，女性の夜９時～朝５時の勤務は

禁止されている（２００６年社会問題労働省決定９８０

号）。ただし家族経営の農業従事者はこの規制

の対象外となる（農業関係制度化法１６４条）。

（２）職種

職種についても規制があり，統一労働法では，

女性の健康や道徳に害を及ぼす職業や重労働は

禁じられている（１３２条）。具体的には１９５９年社

会問題労働省決定４１６号で定められており，鉱

業，採石業，溶鉱や金属類の精製，ガラスの水

銀塗装，爆発物製造，溶接，鉛を扱う仕事，電
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池製造，鉛や電池製造に関わる場所の清掃，コ

ンクリート製造，有機肥料生産，屠殺と皮革製

造が該当する。

公務員については，前述の１９８５年社会問題労

働省決定１６６３号によって詳細が定められている。

上述の職種とほぼ同じ職種が禁止されているが，

管理職や事務職であれば上述の産業でも働いて

よい点が異なる。

これに対して，農業関係制度化法では，類似

の職種の規制に関する条項は見当たらない。

５．妊婦労働条件と出産に関わる制度

シリアは，現在では少子化を推進しており，

最初の妊娠ほど法的に手厚く保護される形にな

っている。産前産後休暇の日数については，改

正が重ねられ，延長される傾向にある。現在

は，２００２年立法令３５号が公的・民間部門に適用

されており［高橋２００８a］，最初の子供の場合は

１２０日，２番目は９０日，３番目は７５日と定めら

れている（２００２年立法令３５号，公務員基本制度５３

条）。また４番目以降の子供についても７５日間

である［高橋２００８a］。

休暇は，妊娠期間の最後の２カ月から取得可

能である［統一労働法１３３条，高橋２００８a］。統一

労働法では，出産予定日が遅れた場合でも産後

４０日は就労してはならず（１３３条），産休期間を

超える日数については無給となる［Najma２００５，

１６］。

この産前産後休暇は，１９５９年当時は給与の７０

パーセントが支給されていたが，１９６８年立法令

・４６号で改正され［‘Utrı̄２００２，１６４］，現在では，

同一の経営者の下で継続して７カ月以上働いて

いれば，完全に有給である（統一労働法１３４条）。

また公務員は，勤務期間にかかわらず有給で［高

橋２００８a］，さらに希望すれば１カ月の無給の

産休を取ることができる（公務員基本制度５３

条）（注１０）。

農業関係制度化法では，７５日間の有給の産前

産後休暇の取得を認めている（２１条）。加えて

希望者は８０パーセントの給料で１カ月延長する

ことができ，さらに無給で１カ月延長すること

ができる（２１条）。農業労働者については，産

後４０日間の就労を禁止するという規定は存在し

ない。

経営者は，産前産後休暇の取得を理由に女性

労働者を解雇することや，産休中，あるいは妊

娠や出産に起因する病気による６カ月以内の欠

勤を理由とした解雇が禁じられている（統一労

働法１３５条，農業関係制度化法２３条）。

６．育児休業・育児時間

育児時間については，シリアではトルコ同様，

授乳のための時間として規定されている。統一

労働法と農業関係制度化法では，子供に授乳し

ている女性労働者は，出産日以降１８カ月間，有

給で最低３０分の授乳時間が１日２回認められて

いる（統一労働法１３７条，農業関係制度化法２２条）。

公務員については，子供が１歳になるまで，

毎日継続した１時間の有給の授乳時間が認めら

れている（公務員基本制度５３条）。

育児休業は，シリアには導入されていない。

前述の産前産後休暇や育児時間の取得は女性に

限られており，男性が子供の出産育児に関して

休暇を取得できる制度は現時点では存在しない

［SCFA and UNIFEM２００５，４８］。

７．託児施設

託児施設に関しては詳しく規定されている。

統一労働法では，１カ所で１００人以上の女性労

働者を雇用している経営者には，保育所の設置

を義務付けている（１３９条）。保育所設置の条件
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や保育所の運営方法などは，１９７６年社会問題労

働省決定１５６号で定められている。これによる

と２カ月～３歳までの子供を受け入れることや

子供１０人当たりに看護資格を持った看護婦１人

を置くこと，保育所運営委員会の設置とその内

容に加えて，託児所の設置環境や家具，食事に

ついても細かく決められている。費用は，女性

労働者は子供の数に応じた金額（子供１人につ

き給料の５パーセント程度）を支払い，残りは経

営者の負担とされている。この省決定は公的・

民間部門の双方に適用されているが，農業関係

者には適用されない。

８．雇用における男女平等

統一労働法においては，男女同一職業同一賃

金の原則が謳われている（２条）。また産前産

後休暇や育児時間について定めた第３章第４節

「女性の雇用」（１３０～１４０条）以外の条項は，男

女等しく適用されることが明言されている（１３０

条）。

公務員については，公的部門での女性の雇用

条件について定めた１９８５年社会問題労働省決定

１６６３号で，健康に害を及ぼすような特定部門で

の女性の就労禁止を除いて，女性労働者にも男

性労働者と同じ規定や条件が適用されると述べ

られている（６条）。

農業関係制度化法には，男女平等に関して言

及した類似の条項は見あたらない。

なおシリアには男女雇用機会均等法に相当す

るような法律は存在しない。

９．法定最低賃金

統一労働法によると，法定最低賃金は，毎年，

各県別に，社会問題労働省決定によって定めら

れる。決定にあたっては，事前に社会問題労働

省，経済省または産業省，経営者，労働者の各

代表者から成る委員会で審議され，委員会から

の提言を受けて，決定が出される仕組みとなっ

ている（１５６条）。この決定は，統一労働法の適

用外となっている家内労働者および類似の職業

従事者にも適用される（統一労働法１５９条）。

公務員基本制度では，俸給表が制定されてお

り，学歴や勤務期間，職歴などに応じて俸給表

のなかの該当する賃金が適用される（６条）。

農業関係制度化法では，生活を保障する最低

限の賃金は支払うこととされている（２８条）。

この最低限の賃金には，衣食住に加えて医療費

と教育費，交通費が含まれる（３２条）。農業労

働者の最低賃金は，社会問題労働局局長，農業

および農業改革局，県庁，農業会議所，農民総

連盟，労働者連盟（注１１）の各代表者から成る各県

の委員会での審議を経て，社会問題労働省決定

により県別に決定される（２９条）。

１０．「柔軟な労働」に対する規制

公務員基本制度では，定員外の人員として，

臨時雇用，季節雇用，本来の職員の代理として

の短期的な雇用，専門家や経験者等の雇用が許

可されている（７３条，１４６～１４７条）。代理で雇用

された職員については，休日や産休の取得に制

限があり，給与は俸給表に基づくが昇給はない

（７３～７４条）。それ以外の職員についても，契

約の更新や延長はできても，常勤職員になるこ

とはできない（１４８条）。

１１．家内労働に対する規制

前述したように，家内労働者は統一労働法の

適用を受けず，労働関係を規制する法令がない

ため，事実上放任された状態となっている。

１２．結婚・出産（を伴う）退職金

期限付きの労働契約の期限終了による解消や，

無期限労働契約において経営者の側から契約の
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解消を申し出た場合等には，労働者に退職金を

支払うことが義務付けられている（統一労働法

７３条，農業関係制度化法７６条）。女性労働者が，

結婚後３カ月以内，あるいは第一子の出産後６

カ月以内に退職する場合は，退職金の権利を失

わないとされている（統一労働法７９条）。

Ⅳ 社会保険制度

最初の社会保険法である社会保険法（Qānūn

al−Ta’mı̄nāt al−Ijtimā‘ı̄ya）が１９５９年立法令９２号で

制定され，これにより社会保険を管轄する社会

保険機構（al−Mu’assasa al−‘Āmma lil−Ta’mı̄nāt al−

Ijtimā‘ı̄ya）が設立された。やがて公務員には１９６１

年立法令１１９号公務員文民社会保険年金法

・・（Qānūn al−Ta’mı̄n wa al−Ma‘āshāt li−Muwazzafı̄ al−

Dawla al−Madanı̄yı̄n）および１９６０年立法令１２０号

常勤公務員（注１２）社会保険年金法（Qānūn al−Ta’mı̄n

wa al−Ma‘āshāt li−Mustakhdimı̄ al−Dawla al−Dā’imı̄-

yı̄n）が制定され，別個の規定が適用される

［Shamdı̄n１９９７，１５４］とともに，社会保険年金

機構（al−Mu’assasa al−‘Āmma lil−Ta’mı̄n wa al−

Ma‘āshāt）が管轄することとされた（１９６１年立

法令１１９号１条）。

しかし，２００１年法律７８号によって社会保険法

に大幅な改正が加えられ，この法律が国会議員

や政府の高官などを除く公務員の大半と，民間

部門の労働者に適用されることとなった（社会

保険法２条）。またこれに伴い，社会保険機構

は，公務員と民間，混合部門の保険加入者全て

に対する保険機関とされ［Al−Siyūfı̄２００１，１３９］，

社会保険年金機構は一部の公務員に関する業務

を引き続き行うのみとなった（２条，１１９条）。

ただし社会保険法では，（１）経営者の扶養家

族，（２）家内労働者および類似の職業（注１３），（３）

民間および混合部門の農業労働者は，特別に言

及がない限り適用外とされている（２条）。ま

た下請けで働く家内賃労働者，自営業者，経営

者自身の社会保険に関しては，社会問題労働省

決定により，条件整備が可能とされている（社

会保険法２条）。

農業労働者については，２００４年の農業関係制

度化法の改正により，４人以上の労働者を無期

限契約あるいは年間契約で使用している場合は，

社会保険法が適用されることになった（農業関

係制度化法８６条）。また労働災害保険に関しては，

従業員の数や仕事の種類に関わらず農業労働者

全てに適用される（農業関係制度化法８６条）。

社会保険機構以外に各職業団体が運営する社

会保険（注１４）もあるが，以下では，農業関係制度

化法の規定を適宜参照しながら，社会保険法の

規定を中心にみていくことにする。

１．老齢年金（ma‘āsh al−shaykhūkha）

５人以上の従業員がいる事業所では，老齢年

金に加入することが義務付けられている（社会

保険法２条，１９６３年立法令２１０号）。

保険料は，老齢年金と障害・死亡保険を合わ

せて徴収される。２００１年の改正前から社会保険

法が適用されていた者については，経営者が被

保険者である労働者の賃金の１４パーセント，労

働者が７パーセントを支払う。前述のように別

の法律が適用されていた公務員や農業協同組合

・銀行（al−Masrif al−Zirā‘ı̄ al−Ta‘āwnı̄）職員につい

ては，経営者側が１０パーセント，労働者が１０パ

ーセントを支払うこととされている（社会保険

法５６条）。

老齢年金の受給資格は，１９７６年立法令３５号に

より年数および加入期間が引き下げられ，２００１
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年の改正では，女性についてのみさらに受給開

始年齢が引き下げられ，また加入期間のみを条

件とする受給も認められた。これにより，以下

のいずれかを満たすことが条件とされている。

（１）男性は６０歳，女性は５５歳で定年を迎え，加

入期間が１５年間に達していること，（２）男性５５

歳，女性５０歳で定年を迎え，加入期間が２０年に

達していること，（３）危険労働あるいは重労働

への従事期間および保険への加入期間が最低１５

年に達していること，（４）加入期間が２５年に達

している場合は希望により早期受給の権利を持

つ（社会保険法５７条）。

２．障害・死亡保険（ta’mı̄n al−‘ajz wa al−wafā’）

障害・死亡保険は，老齢年金とは異なり，従

業員数に関わらず加入が義務付けられている

（社会保険法２条）。従業員数５人以上の事業所

では，老齢年金の項で述べた保険料を経営者，

労働者が負担する。老齢年金への加入義務のな

い従業員数５人未満の事業所の場合は，経営者

のみが障害・死亡保険料として２パーセントを

支払う（el−Hakim１９９５，１４７）。

６５歳未満の被保険者が，雇用期間中あるいは

辞めてから６カ月以内に，労働災害以外の原因

で重度の障害が起きるか死亡した場合は，障害

・死亡保険が支払われる（社会保険法６２条）。

障害・死亡保険の受給資格は，加入が継続６

カ月あるいは断続的に１２カ月を超えていること

とされる（社会保険法６３条）。

３．遺族年金（受給の権利の相続）

男性の被保険者が死亡した場合は，その寡

婦，２１歳以下の息子または兄弟，結婚していな

い娘または姉妹，両親が，年金の給付対象者と

なる（社会保険法８９条）。ただし兄弟姉妹および

両親に関しては，生前に被保険者によって扶養

されていること，また母に関しては，被保険者

の父が死亡している場合再婚していないことが

条件とされる（社会保険法８９条）。被保険者が女

性だった場合は，夫と子が給付対象者となるが，

夫は病気や障害で働けない場合に限られる（社

会保険法８９条）。

この受給資格は，寡婦および娘や姉妹の場合

は結婚するか就職した時点で消失する（社会保

険法９０条）。ただし娘が結婚して１０年以内に夫

に死亡されたり離婚したりした場合は，再度受

給資格を得る（社会保険法９０条）。息子や兄弟に

ついては，障害で働けない場合を除いて，２１歳

に達した時点で受給の権利は消失するが，専門

学校の学生である場合は２４歳まで延長される

（社会保険法９０条）。

各給付対象者は，被保険者の給付額の定めら

れた割合を受け取る（社会保険法８９条）が，労

働災害保険の相続と，老齢年金や障害・死亡保

険の相続の場合では各人が受け取る割合は異な

る（社会保険法表３，社会保険法表３a）。しかし

いずれの規定でも娘と息子の相続額は同額とな

る。ただし両親，配偶者，子供，孫，兄弟姉妹

のいずれも存在しない場合は，イスラーム法に

則って遺産相続がなされるとの規定があるので，

その場合は女性の取り分は同じ立場の男性の半

分となる［Ghānim n.d.,２１］。

４．医療保険

シリアでは医療保険は，現時点では存在しな

い（注１５）。ただし医療保険とは異なるが，農業関

係制度化法では，保健と住居の提供に関して１

章（５７～６５条），また職業上の安全と健康の保

障についても１章（８５～８７条）が設けられてお

り，例えば職業病になる可能性のある農作業に

労働者を従事させる経営者は，３カ月毎の健康
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診断を労働者に受けされなければならないこと

（５８条）等が定められている。

・５．労働災害保険（ta’mı̄n isābāt al−‘amal）

労働災害保険への加入は，公的・民間部門の

従業員，加えて農業機械を使う労働者や法令で

定められた職業病に晒される労働者，臨時雇用

者，季節労働者，荷運び人夫や運送業の労働者

等について加入が義務付けられている（社会保

険法２条，１９～２０条）。

保険料は，経営者が被保険者である労働者の

賃金の３パーセントを支払う（社会保険法２１条）。

離職後１年以内，癌の場合は５年以内に発症

した場合でも，労災認定の対象となる（社会保

険法４８条）。労働災害で受けた傷害のため働け

ない期間があった場合は，月給の８０パーセント

が１カ月間支払われ，それ以降は月給と同じ金

額が１年間にわたって支給される（社会保険法

２８条）。労働災害により働けなくなったり死亡

した場合は，最後の年の平均月給の７５パーセン

トを基礎とした生活費が支給される。死亡の場

合はこの生活費は，遺族に配分される（社会保

険法２９条）。

６．結婚・出産時の保険料払い戻し制度

年金の受給資格を得る前に離職した場合は，

加入期間に応じた払い戻しがなされるが，結婚

あるいは第一子の出産後，半年以内に退職した

場合は，加入期間の最後の年の平均賃金の１５パ

ーセントが払い戻される。これは払い戻し率と

しては，最も高い（社会保険法６０条a）。

Ⅴ 社会保険以外の社会保障制度

１．家族扶養控除

所得税については，２００６年立法令５１号によっ

て一部改正された２００３年法律２４号所得税法

・（Qānūn darı̄ba al−dakhl）が適用されている。賃

金や給与にかかる所得税についてみると，年金

や家族手当，退職金等は控除されるが，日本の

ように扶養家族の存在を理由とした所得税の控

除制度は存在しない。

２．家族扶養手当

家族手当について詳しく定めた１９５２年立法令

１４６号によると，家族手当の対象とされるのは，

（１）働いていない妻（ただし一夫多妻の場合は最

初の妻のみ），（２）１２歳以下の息子，２１歳以下

で高校に通っている息子，２４歳以下で専門学校

に通っている息子，２６歳以下で高等教育を受け

ている息子，（３）障害のある息子，（４）未婚で

給料や年金を受け取っていない娘，（５）収入源

のない寡婦あるいは離婚された女性で扶養され

ている者，である。

この立法令によると，家族手当受給の権利を

持つのは，（１）常勤の従業員，（２）１年を超え

ない雇用契約を結び当該組織の組織規定に従う

従業員，（３）年金受給者，（４）組織規定で家族

手当を受給できると定められている者，および

（５）公的部門で働く女性のなかで寡婦および離

婚した女性，また夫が国庫から家族手当を受け

取っていない女性，とされる（１９５２年立法令１４６

号１条，３条）（注１６）。公的部門では臨時雇用者に

も家族手当が支給される（公務員基本制度１４６条）。

また２００１年の社会保険法の改正により，年金受

給者に加えて，その寡婦や子供も，家族手当を

受給できるとされた（社会保険法８９条，８９条Mu-

karrar）。

扶養手当の額は改正を重ね，妻については１

人につき３００シリア・ポンド（約６９８円）（注１７），

最初の子供については２００シリア・ポンド（約
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４６５円），２番目の子供は１５０シリア・ポンド（約

３４９円），３番目の子供は１００シリア・ポンド（約

２３３円）とされる（２００２年立法令３３号）。４番目以

降は１人につき２５シリア・ポンド（約５８円）で

ある［高橋２００８a］。これは月額と思われるが，

立法令には明記されていない。ちなみに家計調

査によると１世帯あたりの月間支出金額は平均

で約１万４９００シリア・ポンド（約３万４６５１円，

・２００３～０４年）である［Al−Maktab al−Markazı̄ lil−Ih-

・sā’２００４，Jadwal 3］。

Ⅵ 職業教育

シリアでは，２００２年に義務教育が６年から９

年へ延長された（２００２年法律３２号）。

シリアの職業教育は，主に職業高校と専門学

校から成っている。職業高校は普通高校と同じ

３年制で，入学には中学卒業が条件とされる

［SEBC２００３，４９］。職業高校には，工業，商業，

農業，家政（niswı̄），宗教がある。家政高校は

圧倒的に女子生徒が多く（男子生徒も存在する），

また宗教高校でも女子生徒の方が多い。商業高

校は女子生徒数が男子生徒数をわずかに上回る

・・状態となっている［Al−Maktab al−Markazı̄ lil−Ihsā’

２００７，３９９―４０１］。

専門学校は２年制で，入学には高校卒業が条

件とされる［SEBC２００３，５０］。専門学校は各省

庁が所管しており，歯科，エンジニア，農業，

医療，商業，教員養成，商業銀行，IT，繊維・

服飾，食料，化学工業，石油，電気工学，鉄道

エンジニア，海運，印刷等４２分野１８５校が存在

・・する［Al−Maktab al−Markazı̄ lil−Ihsā’２００７，４０８］。

以前は授業料が無料でかつ学生への生活補助が

支給されており，卒業後５年間は公的機関での

勤務が義務付けられていた。しかし現在では，

授業料有料化，生活補助の打ち切りと引き換え

に，この義務は廃止されている［高橋２００７］。

加えて大学と同レベルの高等教育を行う高等

専門学校として，レーザー・リサーチ，行政能

力開発，劇場芸術，音楽の４校が存在する［Al

・・−Maktab al−Markazı̄ lil−Ihsa’２００７，４０８］。

このほか，正規の教育課程には位置づけられ

ていない訓練学校（看護，芸術，音楽，工業，建

設，ホテル，統計等１７３校）があり，各省庁や労

働組合等が運営している。このなかで，看護学

校は女子生徒のみとなっている［Al−Maktab al−

・・Markazı̄ lil−Ihsā’２００７，４１１］。

Ⅶ 家族計画

１９５２年から８６年までの間，シリア人民議会は

多産を奨励し，子供数の多い家族に「シリア家

族栄誉賞」を授与してきた。しかし３４年間で人

口が３倍に増大したことを受け，この栄誉賞は

１９８６年に廃止された［藤田２００２，８］。

避妊については，１９４９年立法令１４８号で出さ

れたシリア刑法（Qānūn al−‘uqūbāt al−Sūrı̄）で，

避妊具の販売，広告，取得等を禁じているが（５２３

～５２４条），少子化を推進している現在ではこの

・条項は無効とされている［Jam‘ı̄ya Tanzı̄m al−Usra

al−Sūrı̄ya１９９９，１７］。

中絶は妊娠の継続が女性の生命に危険を及ぼ

す場合に限って認められている（注１８）。刑法では，

中絶や中絶器具の販売，頒布，広告は禁止され

ており（５２５～５２７条，５２９条），中絶に対する刑

罰は，女性の合意があったかどうか，また中絶

が原因で死亡した場合等により，重さが異なる

（数年程度の禁固刑～最低１０年の重労働）（５２７～
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５２９条）。ただし，名誉（al−sharaf）の保持（注１９）の

ために中絶を行った場合は，中絶した女性も，

また女性の合意なく中絶を行った者（二親等以

内の親族に限る）も，減刑される（５３１条）。

現在では，政府は人口増加の抑制と母子保健

を目的とした家族計画サービスの普及を推進し

ている。現大統領バッシャール・アル＝アサド

は２００１年の人民議会第８会期の演説で，高い人

口増加率に対する関心を喚起しており，第９次

５カ年計画（２００１～０５年）に引き続き第１０次５

カ年計画（０６～１０年）でも経済成長や天然資源

に見合った人口成長率をめざし，メディア等を

利用した家族計画の普及，リプロダクティブ・

ヘルスに関する情報提供や保健所の整備などが

・・盛り込まれた［Hay’a Takhtı̄t al−Dawla２００６］。

お わ り に

シリアでは２０００年以降，法の改正が相次いで

おり，女性の権利という観点からみて改善され

た点も多い。しかし，残された課題も多い。

１点目は，法の内容自体に関する問題である。

現在でも家内労働者やインフォーマル・セクタ

ーの労働関係を規定する法律は存在しない。例

えば縫製産業では，多くの女性が家内で出来高

制で下請けとして働いているが，こうした家内

賃労働者は，統一労働法ではカバーされておら

ず，社会保障からも外れる結果となっている

［SCFA and UNIFEM２００５，４７］。

弁護士で女性の権利に関する著作も多いハナ

ーン・ナジュマは，その著書のなかで，社会保

険や医療サービスは，まだ十分とはいえず，ILO

の条約等が定めた内容からほど遠い状況にある

と批判している［Najma２００５，３８］。また，シ

リアのジェンダー関係を根本的に変革するには，

一夫多妻や一方的な離婚等によって女性を搾取

する権限を男性に与えている身分関係法の改正

が必須であり，加えて家族経営の農業従事者を

含めるような法律の改正が必要だと主張してい

る［Najma２００５，３１］。

課題の２点目は，法律が，特に民間部門で遵

守されていない点である。その理由としては，

違反した際の罰則の軽さがまず挙げられる。統

一労働法においても農業関係制度化法において

も，女性の雇用に関する条項に違反した場合の

罰金が定められているが，金額が低く民間の経

営者にこれを遵守させる効力はほとんどないと

考えられる。

民間部門では，社会保険に未登録だったり，

家族手当が支払われていないことも多い。労働

者側が提訴した場合，企業側には罰金が科せら

れ，過去の不払い分の手当および賠償金の支払

いが課される。しかし実際には労働者側は経営

者とトラブルになるのを避けるため提訴などは

ほとんどしないという［高橋２００８a］。また育児

時間についても，減らしたりあきらめたりする

よう大きな圧力に晒されるという［SCFA and

UNIFEM２００５，４８―４９］。企業を監督する役人が

賄賂を受取り，不正を見逃すこともあり，民間

部門で働く若い女性労働者は権利も契約もない

状態に置かれている，という指摘もある［高橋

２００８b］。

冒頭でも言及したように，同一の制度であっ

ても，地域，社会経済的な背景や女性の婚姻上

の地位（未婚，既婚，離死別）等によって，異

なる影響をもたらす。村上（２００２）も指摘して

いるように，労働関係諸制度が女性の労働力化

にどのような影響を与えるかについては，制度
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が適用される文脈のなかで考察される必要があ

る。今回紹介した制度が，実際に社会のなかで

どう機能し，どう影響しているのかについては，

フィールドワークに基づく調査研究が待たれる

ところである。本資料が，今後のシリアの女性

労働研究の発展に多少なりとも貢献できれば幸

いである。

（注１）１９６７年に設立されたバアス党の女性組織。

公式には非政府組織とされているが政府の決定によ

り設立された。全国各地に事務所を持ち，保育所の

運営や女性向けのトレーニングや調査等を行ってい

る。また政府の女性関連政策策定やプロジェクトの

担い手となっている。

（注２） 各条項については，改正が加えられてい

る場合は，改正後のテキストを参照している。

（注３） アサド図書館の国内法令及びバアス党出

版物閲覧室は，館内改修工事のため２００８年２月には

使用できない状態にあった。現状については不明で

ある。シリアの図書館情報については，アジア経済

研究所図書館ウェブサイトの図書館案内（http : //

opac.ide.go.jp/region/japanese/middle_east/search_

on_foot.html#）もあわせて参照していただきたい。

（注４）１９７３年シリア・アラブ共和国憲法につい

ては，宇野（２００１）参照。

（注５） シリア・アラブ共和国身分関係法のテキ

ストとその解説については，眞田・松村（２０００）参

照。

（注６） 正当な理由なく夫とともに暮らす家を離

れること，また夫と同居する前の場合は，夫に対し

て自分の住居への立ち入りを拒むことをさす（身分

関係法７５条）。

（注７） 市場経済化に伴い，数年前から労働法改

正が議論されているという。しかし，改正内容が労

働者には非常に不利な点が多いこと等から，実際に

法制化するには至っていないとのことであった［高

橋２００８b］。

（注８） 農業技術指導や農民の権利保護を目的と

して，１９６４年に設立された農民団体で，全国各地に

事務所を持つ。正式には大衆組織，非政府組織とさ

れているが，女性総連盟同様政府の決定により設立

された。

（注９） 具体的な農作物名には言及がない。

（注１０） 以前は，希望者には１カ月の延長が認め

られ（ただし給与は８０パーセントのみ支給），さらに

もう１カ月，無給で産休をとることが認められてい

た（１９８５年法律１号５４条）が，高橋（２００８a）による

とこの制度は廃止されたとのことであった。しかし

高橋（２００８b）によると，５０パーセントの賃金でさら

にもう１カ月産休を取ることができるとの話で，こ

れについてはどちらが正しいのか確認が取れていな

い。

（注１１） 農業会議所は農場経営者団体。労働者連

盟は，女性総連盟，農民総連盟同様の労働者組織で

ある労働組合総連盟の県組織。

（注１２） Mustakhdimという用語は，シリアでは低

学歴で掃除やお茶汲み等をする雑用係を指す［高橋

・・２００８a］。一般の職員はMuwazzafと呼ばれる。

（注１３）２００６年に法令が出され，雇う側が希望す

れば家内労働者も社会保険に加入できることになっ

たとの情報もあるが，法令を確認できていない。

（注１４） 自由業（弁護士，医者，薬剤師，技術者

等）はそれぞれの組合に加入しており，この組合が

社会保険業務も行っている［高橋２００８a］。

（注１５） 公立病院の治療費は安価だが，治療の質

が悪く病院数も少ないので，多くの人は，治療費が

かかっても民間の病院を好むとされる［高橋 ２００８a］。

医療保険制度を導入し，同時に公立病院の治療費を

引き上げることが検討されているという情報もある。

（注１６） この立法令は，公的部門に対しては公務

員基本制度９７条で適用が明記されており，また民間

にも適用されている［高橋２００８a］。

（注１７） シリアは現在では変動相場制をとってお

り，筆者が滞在した２００６～０８年は，１００円＝４２～４４シ

リア・ポンド台を推移していた。ここでは１００円＝４３

シリア・ポンドで計算した。

・（注１８） Hijāzı̄ wa Jı̄rān（２００７）では，１９９７年立法

・令１２号によるとなっているが，Jam‘ı̄ya Tanzı̄m al−Usra

al−Sūrı̄ya（１９９９）では１９４９年命令１５４号となっている。

どちらが正しいのか確認が取れていない。
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（注１９） 男性の社会的地位や評判が女性親族の貞

操に結びつけられることから，女性のセクシュアリ

ティは厳しく管理され，女性が婚姻外の性交渉を行

ったと考えられる場合，「名誉」を保持するための隠

蔽や当該女性の殺害が行われる。シリア刑法では，

中絶だけでなく名誉を保持するための殺人も減刑さ

れる（５４８条）。
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−Sūrı̄ya wa ta‘dı̄lāt
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・・カ年計画２００６―２０１０］. Dimashq : Hay’a Takhtı̄t al−

Dawla.
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シリア家族のための２５年］. Dimashq : Jam‘ı̄ya

・Tanzı̄m al−Usra al−Sūrı̄ya.
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